
徳島市暴力団等排除措置要綱

（趣旨）

第1条この要綱は、徳島市暴力団排除条例に基づき、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第234条第1項に規定する売買、貸借、請負その他の契約から暴力団等を排除する措置につ

いて必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第2条この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は､それぞれ当該各号に定めるところ

による。

（1） 暴力団暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2

条第2号に規定する暴力団をいう。

（2） 暴力団員暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力

団員をいう。

（3） 暴力団等暴力団若しくは暴力団員又はこれらの密接関係者をいう。

性） 審査委員会徳島市暴力団等排除措置審査委員会設置要綱（平成24年10月1日制定）

第1条に規定する審査委員会をいう。

（排除措置）

第3条市長は､次に掲げる者が別表に定める措置要件に該当すると認めるときは、審査委員会

の議決を経て、同表に定める期間、契約から排除する措置（以下「排除措置」という｡）を講ず

るものとする。

（1）徳島市契約規則（平成3年徳島市規則第5号）第4条第3項の規定により一般競争入札有

資格者名簿に登録された者

（2） 徳島市契約規則第21条の規定により準用する同規則第4条第3項の規定により指名競争

入札有資格者名簿に登録された者

（3）市長又はその委任を受けて契約を締結する権限を有する者(以下｢契約締結権者」という｡）

と契約を締結している者

2前項の規定は､ ‘排除措置を受けた者を構成員とする共同企業体についても適用する。

（一般競争入札からの排除措置）

第4条契約締結権者は、排除措置を受けた者を一般競争入札に参加させてはならない。

2契約締結権者は、一般競争入札の参加資格を認めた者が契約の締結までの間に排除措置を受

けたときは、当該参加資格を取り消すものとする。

（指名競争入札からの排除措置）

第5条契約締結権者は､排除措置を受けた者を指名競争入札の参加者に指名してはならない｡

2契約締結権者は、指名を受けた者が契約の締結までの間に排除措置を受けたときは、当該指

名を取り消すものとする。

（随意契約からの排除措置）

第6条契約締結権者は、次に掲げる者を随意契約の相手方としてはならない。ただし、公共用

地を取得するためやむを得ず随意契約を行う必要がある場合など、契約の目的及び内容から随

意契約の相手方とする特別の必要がある場合は､ この限りでない｡








